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出所）Mjchael　E，　Porter，　Comψetitive／Advantage，　The　Free　Press，1985．　p，37，土岐坤・中
　辻萬治・小野寺武夫訳r競争優位の戦略』ダイヤモンド社，昭和60年，49頁。
ており，ポーターの主張の誤りが明らかにされている。それ以上に経営戦略
として問題なのは，3つの競争戦略のいずれもが結局のところ，企業が製造
する製品を対象にしているということである。PPMが企業を製品の集合体
として考えていたのと同様に，ポーターにおいても，製品をどこよりも安く
提供するにはどうすればいいのか，他社の製品とは異なる，特色のある製品
をどのようにすれば差別化できるのか．あるいは製品市場のどのセグメント
（3）Michael　E，　Porter，　Competitive　Advantage，　The　Free　Press，1985，土岐坤・中辻萬
　治・小野寺武夫訳r競争優位の戦略』ダイヤモンド社，昭和60年参照。またCharles
　Harvey　and　Geoffrey　Jones，　“lntroduction：　Organizational　Capability　and　Cornpetitive
　Advantage，”Business　Historbl，　Voi．34，　No．　L　January　1992，　p．6のポーターに対する
　評価も併せて参照のこと。
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に集中するのか，といったことを問題にしていることからみて，企業を製品
の集合体として認識していることはまちがいなかろう。
　伝統的戦略論の問題点
　以上のように，PPMにしろ，ポーターの戦略論にしろ，どちらも企業を製
品のポートフォリオとして考えていた。このことは既存の製品を前提にした
上での企業間競争を考えており，将来ビジョンをどのように描いているのか
といった企業の志向性や，製品間のシナジー的関連を無視した製品ポート
フォリオとしての企業が前提になっているということである。こうした企業
観では別の市場へ進出したり，あるいは新たな市場を創造するといった，ド
ラッカーがいうところの真の「革新」といった企業の活動現象をうまく説明
できなくなるであろうし，また説明する必要がなくなる事態においこまれる
ことになろう。このような企業観の過ちを指摘し，あるいは補完する形で登
場してきたのが次節で述べる．「資源ベースのresource－based」戦略論であ
る。
3　資源ベースの戦略論（4＞
　「資源ベースの」戦略論の資源ベースを一言で表現すれば，企業の持つこ
れまでよくいわれてきたヒト・モノ・カネ・情報に代表されるいわゆる経営
（4）本稿では内部資源や能力との関わりで，戦略論を論ずる立場を総称して「資源ベー7・
　の戦略論」と呼ぶ。「資源ベースの戦略論」に関する議論は以下の文献を参照のこと。
　Robert　M，　Grant，　“The　Resource－Based　Theory　of　Competitiye　Advantage：
　Implications　for　Strategy　Forrnulation，”　California　Managenzen’t　Review，　Vol，33，
　No．　3，　Spring　1991，　pp．114－135，またDavid　J．　Collis，“A　Resource－Based　Analysis　of
　Global　Competition：　The　Case　of　the　Bearings　lndustry，”　Strategic　Management
　Journal，　Vo1．12，1991，　pp．49－68を参照。また中橋国蔵「経営資源と．独自能力」r商大論
　集』第45巻第4号，1994年1月，113－141頁も併せて参照。
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資源と新たにそれらを整合する機能としての能力に基づいて戦略を構築する
ことである。要は企業を経営資源および能力の合成体としてみようとしてい
るのである。環境の変化が比較的安定的であった時代とは異なり，消費者の
好みがうつろい易く，消費者の特定もむずかしく，また消費者の要求するも
のに合わせる技術も絶えず進化する⑤といった外部環境が変化して止まない
今日的状況のもとでは，そうした変化に既存の市場内の知識だけで対処する
ことは企業にとって必ずしも得策ではない。むしろ異なる市場間の情報をも
とに戦略を構築した方がより確実になる。そのためには既存のSBUの垣根
をとり払って全社的な内部資源と能力（resources　and　capabilities）に基づい
て戦略を構築することの方が望まれる。いきおい全社的な内部資源や能力の
方に関心の比重が移ってきたのである。
　資源と能力
　ところが資源ベースの戦略論で頻繁に使用される内部資源および能力と
いった用語は，論者によって多様な定義が用いられている。そうした事情を
ふまえて，グラント（R，Grant）の定義（6）を参考にしよう。
　彼の定義によると，資源（resources）とは，製造過程への投入物のことで
あり，それには財務資源，物的資源，人的資源，技術資源，組織資源といっ
た5つの資源があり，具体的には資本設備，個々の従業員のスキル，特許，
資金，ブランドなどがある。しかし，個々の資源それ自体は生産的ではな
く，資源を協働させ，調整する活動が必要になる。それが能力（capabiiity）
である。
　したがって能力とは，一連の資源をある仕事ないし活動を遂行させるよう
に仕向ける力量（capacity）のことである。そして資源は企業の能力の源泉
（5）　Grant，　oP．　cit．．　p，　116，
（6）　／bid．　pp，118－119，
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であり，能力はまた競争優位の主要源泉でもある。企業毎に資源は遍在して
おり，そうした資源の差も，競争優位の差の源泉として重要であるが，それ
よりも資源をいかにして整合し，まとめ上げるか，あるいは統合するかと
いったマネジメントの差の方が競争優位の構築にとってはるかに重要である
と考えられる。こうした整合あるいは統合能力を持つ企業は能力の優れた企
業といえるが，プラハラド／ハーメル（Prahalad／Hamel）eま，こうした能力
をコア・コンビタンス（core　competence）と呼ぶ（7）。
4　コア・コンビタンス
　コア・コンビタンスとは，「組織の境界を超えて活動するためのコミュニ
ケーション，参加，そして深い関与（8）」であり，「これには，多数のレベルの
人々とあらゆる職能が関与している。したがって企業内の職能の専門的経験
を他人の経験蓄積と，新しい興味深い方法で結合する（9）」ときにコア・コソ
ピタンスが構築される。いいかえればそれは「組織内における集団的学
習㈹」でもある。以上の定義からみる限り，プラハラド／一一メルのコア・
コンビタンスは企業内の諸職能間の融合ないしは統合の問題をさしているよ
うに考えられるが，しかし彼らの実際の主要関心事は「とりわけ多様な製造
技術をいかに調整し，複数の技術の流れをいかに統合していくかを学ぶこと
である（ll＞」と述べているところがら判るように，むしろ技術・製造面での融
（7）C，K．　Prahalad　and　Gary　Hamel，“The　Core　Competence　of　the　Corpora亡ion，”
　Harvard　Business　Review，　Vol．70，　No．3，　May－June　1990，　pp，79－91，坂本義実訳「コ
　ア競争力の発見と開発」DHB，1990年8
　した。
（8）fbid．，　p．82，邦訳，7頁。
（9）Ibid．，　p，82，邦訳，8頁。
（10）／bid．，　p，82，邦訳，7頁。
（11）　Jbid．，　p，82，　定言尺，　7頁。
・9月号，4　一18ff参照。但し，日本語訳を変更
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合および統合をコア・コンビタンスの問題として考えている。具体的には，
今日の企業の各SBU内で所有している多様な技術を技術面に限っていかに
SBU間で共有するかという問題である。またSBU間の技術者交流をいかに
して達成するのかという問題である。それはポーターのいう企業の価値連鎖
活動（前掲図1参照）の中の技術開発，あるいは主活動としての製造活動に
関連したことがらであり，その他の主活動や支援活動に関係した概念ではな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1いというところにその特徴がある。
　ところで，コア・コンビタンスをよりょく理解するためには，コア・コン
ビタンス，コア製品（core　product），そして最終製品（end　product）の区別
を認識することが重要である。コア製品とは，コア・コンビタンスと最終製
品を結ぶ環であり，1つないしそれ以上のコア・コンビタンスを物理的に体
現したものである。例えば本田のエンジンはコア製品であり，最終製品の自
動車や二輪車に具体的に貢献するコンポーネントないし半組立品である。し
たがって本田のコア・コンビタンスはエンジンの設計，開発技術ということ
ができる。図2はプラハラド／ハーメルが示した図であるが，それによれば，
コア・コンビタンス1と3とが結合してコア製品1がつくられ，コア・コン
ビタンス2と4とが融合してコア製品2となる。そしてコア製品1は事業1
と2のもとで，最終製品1から6までが生み出され，コア禦品2からは事業
3と4で最終製品7から12が生み出されるという仕組みである。企業を木に
たとえると，幹と大きな枝はコア製品であり，小枝は事業，そして葉，花，
果実が最終製品といえよう。成長や生命維持に必要な養分を補給し，安定を
もたらす根がコア・コソピタンスにほかならない（12）。
　表1はキャノンの最終製品がどのようなコア・コンビタンスを融合するこ
とによって製品化されているかということを示したものである。それによれ
ばキャノンのコア・コンビタンスは精密機械，精密光学，マイクmエレクト
（12）∬bid．，　p．82，邦訳，7頁。
一179一
518
図2　コソピタンス：競争優位の源泉
最終製品
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　　3
コンビタンス
　　4
出所）C，K，　Prahalad　and　Gary　Hamel，“The　Core　Competence　of　the　Corporation，”
　Harvard　Business・Revieω，　Vol，70，　No，3，　May－June　1990，　p．81，坂本義実訳「コア競争
　力の発見と開発」DHB，　Aug．一Sept．，1990，7頁。但し，日本語訳を変更した』
ロニクスの3つである。例えばバブルジェット・フ．リンタという最終製品は
精密機械とマイクUエレクトmニクス技術が統合されていることを示してい
る。またデジタル・レーザープリンタは全てのコア・コンビタンスの融合に
よって生産されているが，その機会を見いだしたとき必要な人材を別の事業
部からごっそり引き抜く権限が当該事業部の管理老に与えられたとい
う（13）。その他の製品についても複数の技術が融合されていることがわかる。
　さきほどから繰り返し述べているように，これまでの競争優位の議論は，
企業を製品ないしはSBUのポートフォリオとして考え，最終製品の市場
シェアの如何で，競争力があるとかないとかといった判断がなされてきた。
（13）Jbid．，　p，90，邦訳，17頁。
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表1　キャノンにおけるコア・コンビタンス
精密機械 精密光学 マイクロエレクトロニクス
山本カメラ
コンパクト・ファッション・カメラ
蹴子カメラ
EOSオートフt一カス・カメラ
ビデオ・スチールカメラ
レーザービーム・プリンタ
カラービデオ・プリンタ
バブルジェット・プリンタ
基本ファックス
レーザー・ファックス
電卓
普通紙複写機（PPC）
バッテリー式PPC
カラー複写機
レーザー複写機
カラーレーザー複写機
NAVI
スチールビデオ・システム
レーザー・イメージヤー
セル・アナライザ
マスク・アライナ
ステッパ・アライナ
エキシマ・レーザー・アライナ
??＝????????????
?????
阻
???＝???＝
出所）C，K，　Prahalad　and　Gary　Hamel，“The　Core　Competence　of　the　Corporation，”
　Harvard　Business　Revietv，　Vol，70，　No，3，　May－June　1990，　p．90，坂本義実訳「コア競争
　力の発見と開発」DHB，　Aug．一Sept．，1990，17頁。
コア・コンビタンスの概念の意味するところは，最終製品で競争優位を判断
することの問題点を指摘すると同時に，コア製品，あるいはコア・コンビタ
ンスといったあまり人々の気が付かない半製品や技術，さらにはこうした技
術を融合し，統合する見えざる能力（invisible　capability）に目を向けさせた
という点で多大の貢献をなしたということができる。すなわち企業をコンビ
タンスの集合体であるとみなすことによって，そこにはSBU毎に存在する
技術的基盤を企業全体の共有技術として確保しようとする戦略的意図が存在
しているのである。つまり企業の目指すべき戦略目標はコア・コンビタンス
の構築であり，コア・コンビタンスを融合するマネジメントであるというこ
とができよう。ただし，先にも述べたようにプラハラド／ハーメルのコア・
コンビタンスの視点は，同一企業内でありながら別々に蓄積された技術をい
かに融合させるかという戦術に限定されており，この意味において価値連鎖
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全体の競争力の強化にはつながらないということに注意する必要がある。
5　組織能力（organizational　capability）
　プラハラド／ハーメルの提唱したコア・コンビタンスとその融合のマネジ
メントによる見えざる能力の構築は，これまでの企業観に大きな転換を迫る
第一歩であった。しかしそれは価値連鎖上の技術と生産の面の学習活動の強
化を強調しているにすぎない。そこで，組織内における集団的学習活動を価
値連鎖の全体，すなわち組織全体の学習活動として拡大するとき，組織能力
という考え方が登場してくる。
　組織能力という考え方にも多様な見解が存在しているが，ここでは組織能
力という言葉を経営史の領域で初めて用いたチャンドラー（Alfred
D．　Chandler，　Jr．）とプラ・・ラド／ハーメルの研究成果を最も強く意識して組織
能力を提唱したストーク等（George　Stalk　et，　al．）の研究を見てみよう。
　チャンドラーの組織能力
　チャンドラーは組織能力を，「企業内部で組織化された物的設備と人的ス
キルの集合（14）」と定義している。物的設備とは2種類の投資からなってお
り，「第1は，技術の持つ潜在的な規模ないしは範囲の経済を十分に利用す
ることができるほどの大規模な生産設備への投資（15）」であり，「第2は，全
国的・国際的なマーケティング・流通網への投資」であり，「その目的は，新
しい生産量に販売量を対応できるようにすること（16＞」であった。他方，人的
（14）Alfred　D，　Chandler，　Jr．，　Scale　and　ScoPe：　The　∠）二yηαηz砂3　0／　fndustrial
　Capitalism，　Harvard　University　Press，1990，　p．594，安部悦生・川辺信雄・工藤章・西
　牟田祐二・日高千景・山ロー臣訳rスケール　アンド　スコープー経営力発展の国
　際比較一』有斐閣，1993年，514頁。
（15）ノbid．，　P．8，邦訳，6－7頁。
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設備とは「生産・流通双方における拡大した設備や増大した人員を整理する
ためのみならず，これら2つの基本職能活動を監視・調整し，将来の生産と
流通のために計画を立案し資源を配分する役割を果たす経営者を採用・訓
練（17）」することとしている。このようにチャンドラーの組織能力は生産，流
通への投資とその投資を有効なものにするためのマネジメント層の採用と訓
練を意味するものであり，こうした「三つ又投es（18）」を行うことができた企
業はその産業をすぐに支配し，さらに何十年にわたってその産業を支配し続
けることができた，としている。そしてこの組織能力概念を用いて，米国，
英国，ドイツの企業の発展を歴史的に論じている。なるほどチャンドラーの
用いる組織能力概念はコア・コンビタンスのように技術の組織内共有といっ
たものに限定された概念ではなく，より包括的なそれであるが，あまりに単
純化しすぎて，それ自体が戦略論の分野に大きな貢献をなすものとはいえな
い。
　ストーク等の組織能力
　これに対し，ストーク等の用いる組織能力概念（19）は，コア・コンビタンス
を明確に意識して用いられた概念である。彼らによれば，組織能力とは「戦
（16）Ibid．，　p，8，邦訳，7頁。
（17）Ibid．，　p．　8，邦訳，7頁。
（18）　Alfred　D，　Chandler，　Jr，，　“The　Enduring　Logic　of　lndustrial　Success，”　Harvard
　Business　Reviezv，　March－April　1990，　p，136，小林薫訳「企業発展の基本原理“規模と範
　囲”の利益」DHB，1990年6・7月号，40頁。　Alfred　D．　Chandler，　Jr．，“Managerial
　Enterprise　and　Competitive　Capabitities，”　Business　Historbl，　VoL，　34，　No，　1，　January
　1992，　p，16，
（19）ストーク等の用いる用語はcapabiltyであって，organizational　capabilityという言葉
　を用いているわけではないが，事実上「組織能力」と解することができると思われる。
　George　Stalk，　Philip　Evans，　and　Lawrence　E．　Shulman，　“Competing　on　Capabilities：
　The　New　Rures　of　Corporate　Strategy，”　Harvard　Business　Review，　Vol，　72，　No・　2，
　March－April　1992，　PP．57－69，矢原忠彦訳「戦略行動能力に基づく競争戦略」DHB，
　1992年6・7月号，4－19頁参照
一183一
522
略的な意味を持つビジネス・プロセスの組合せ（20）」と定義される。ビジネ
ス・フe　Tliセスとは顧客のニーズに企業が対応するやり方である。例えばそれ
は，新製品の開発を競争相手に先んじて行うということだけでなく，市場に
導入し，顧客に届けたり，さらにサービスをいかに提供するかという方法で
ある。各企業は顧客に価値を提供するために，それぞれのビジネス・フ．ロセ
スに基づいて対応しているといえるが，重要なことはこうしたシステムが顧
客のニーズにいかに柔軟に対応できる．かということである。したがって今日
の企業間競争の中心は，どこで競争するかということを選択する問題より
も，どのような方法で競争するのかという組織能力の構築の方が重要であ
る，と彼らは考えている。
　組織能力に基づいて企業間競争が行われるとすれば，企業は組織能力を培
うために以下の4つの基本的な原則を考慮しなければならない，と彼らは主
張する（21）。
1　経営戦略を構成する要素は，製品や市場ではなく，ビジネス・プPセス
　そのものである。
2　競争における勝利を左右するのは，自社のキーとなるプロセスを，顧客
　に卓越した価値を継続的に提供する組織能力に変換できるか否かである。
3　こうした能力は，伝統的なSBUや諸機能を相互にリンクし，さらにそ
　れらを超えるものをつくるための支援的基盤に戦略的投資を行うことを通
　じて形成される。
4　組織能力は必然的に諸機能にまたがるものであり，したがって組織能力
　に基づく競争戦略のチャンピオンはCEO（最高経営責任者）である。
　競争に勝利するためには，自社のビジネス・プロセスが他社の追随を許さ
ないものであり，しかもそのプロセスが顧客にとって価値あるものでなけれ
（20）Ibid．，　p，62，邦訳，10頁。
（21）∬bid．，　P．62，邦訳，10頁。
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ぽならないというのが基本的な考え方である。同時に顧客にとって意味のあ
るビジネス・フ．Pセスの構築には大規模なインフラ投資が必要であり，さら
にそれは企業内の諸機能をまたぐビジネス・プロセスの構築であるので，そ
うした行動ができるのはCEOだけであるというのが要点である。
　このように，ストーク等の組織能力概念は，コア・コンビタンスの概念と
同様に，戦略の行動面を強調している。これが伝統的な戦略論との大きな違
いであるといえる。しかしコア・コンビタンスが価値連鎖上の特定の点，す
なわち技術と生産の専門力，学習力を強調しているのに対して，組織能力概
念はより広い範囲に立脚しており，価値連鎖全体を包含する能力，学習力で
あるという点で，両者は異なっているといえる（22）。この意味で組織能力はコ
ア・コンビタンスを包摂する考え方であるということができる。
　企業の価値連鎖全体の活動を視野にいれた組織能力概念は，さらにバート
メス／サーニー（Bertmess／Cerny）によってもストーク等と同様の主張がな
されている。彼らの組織能力概念も「顧客にとって重要な次元（例えば，最
高の製品，あるいは低価格，配達など）にそって絶えず，自らを差別化する
ビジネス・プロセスに企業が熟達していること〔23）」と述べているように，基
本的にストーク等の考え方と変わらない。これはポーターの差別化戦略と変
わらないようにも見えるが，バートメス等は職能問，組織間の連係によって
組織能力が高められるということを強調しているということである。
　表2は各企業の組織能力がどのような企業内活動の相互依存ならびに企業
間関係の結び付きによって成り立っているのかということを見たものであ
（22）Ibid．，　p，66，邦訳，17頁。
（23）　Andrew　Bartmess　and　Keith　Cerny，　“Buiicling　Competitive　Advantage　through
　Global　Network　of　Capabilities，”　California　Management　Review，　Vol，35，　No．2，
　Winter　1993，　p．81，またヘイズ／ピサノもニーズに対して組織能力を培うことを提唱して
　いる。Robert　H、　Hays　and　Gary　P．　Pisano，“Beyond　World－Class：The　New
　Manufacturing　Strategy，”　Harvard　Business　Review，　Vol，　72，　Vol，　1，　January－February
　1994，PP，77－86参照。
一185一
524
る。例えば半導体設備のメーカーであるアプライド・マテリアル社は迅速で
かつ高い技術の製品の開発と市場投入をすることができる能力と，顧客の要
望に応じた製品を迅速に生産・配送する能力を備えている。この場合，製造
とデザイン部門，デザイン部門と顧客，そしてデザイン部門と高技術部品の
供給業者との間の結び付きがあって前者の能力が，そして後者の能力は製造
表2　組織能力とそれを支える職能間・組織間の連係
企業名
Applied
　　Materials
Cooper　Tire
Sun
Microsystems
産業における競争の性質　組織能力
カスタム化の必要性　　　迅速かつ高技術の製
の高い技術　　　　　　　品開発と導入
コモデaティ市場に
近い
製品区別困難
価格とディーラーの
推奨による購入決定
製品コピー容易
最新技術に基づく競?
高カスタム化製品の
迅速な製造と配送
低コストの製品
デザインと製造
持続的なコストの削
減
有為な人材の開発と
保持
職能間・組織間連係
製造とデザイン
デザインと先端的顧?
デザインと高技術部
品の供給者
製造とデザイン
営業とデザイン
顧客と営業
営業と製造
製造とデザイン
販売とデザイン
顧客と販売
経理と製造
生産労働者と管理者
人事と全ての職能部?
労働老と管理者
管理者と人事部門
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業務の柔軟性　　　　　製造とデザイン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　製造と顧客
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　製造と営業／配送
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　情報システムと製造
出所）Andrew　Bartmess　and　Keith　Cerny，　tFBuilding　Corporate　Advantage　through
　　Global　Network　of　Capabilities，”　Caiifornia　Management　Review，　Vol，35，　No，2，
　　Winter　1993，　pp．82－83の表1，表2をまとめ，一部カットして転載。
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とデザイン部門，営業とデザイン部門，営業と顧客，そして営業と製造部門
の密接な結び付きのもとに成り立っていることを示している。
　要するに組織能力とは，顧客のニーズを満たすために，企業の価値連鎖活
動全体を，つまりビジネス・プロセスをどのように構築するのか（24）というこ
とを示すものであり，それは当然のごとく各職能を横断するものである。コ
ア・コンビタンスの議論が，SBU間に蓄積されている技術資源をSBU横断
的に企業全体としていかにして共有するかということを目標としているのに
対し，組織能力はSBU内の各職能横断的な協力関係をいかに確保し，そう
した職能横断的協力によって得られた知識をいかにして他のSBUにおいて
も共有化するのかということを目指したものである。
　さらに組織の境界を超えて，他の組織との協力関係をも構築することが目
的とされている。そうしたことによって企業全体としての能力を高めるとい
うことが大きな目標になっているのである。いずれも伝統的な戦略論で考え
られていた製品あるいはそのSBUの独立性を否定し，製品市場間，あるい
はSBU問，さらには企業間の協力・提携関係を確保することで企業の競争
力を高めようとする考え方に他ならない。
　それでは，こうした組織能力はどのようにして形成されていくのであろう
か。次節では組織能力の形成のプロセスについて考えてみよう。
6　組織能力の構築プロセス
資源ベースのアプローチを主張する論者達の見解を集約すると，企業内の
SBU，あるいは職能間の相互依存度を高めつつ，柔軟に環境に適応していく
（24）ビジネス・プnセスの議論は，実はリエンジニアリングの議論でもある。リエンジニ
　アリングについてはMichael　Hammer　and　James　Champy，　Reengineering　the
　Corporation，　Nicholas　Brealey，1993，野中郁次郎監訳『リエンジニアリング革命』日本
　経済新聞社，1993年参照。
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組織能力を構築するには少なくとも以下の5つのプロセスが必要であるよう
に思われる。
　戦略的目標の設定
　組織能力を高める基本的な目的は，組織環境の変化に対して企業が適切に
対応することである。組織環境には外部環境と内部環境の両方が存在してい
るが，前者は，たとえば，消費者の嗜好の変化に応答し，後者は，たとえば
従業員の労働観の変化に対応することである。いずれも企業が組織能力を高
めることで消費者に対しであれ，従業員に対してであれ，企業としての価値
を創造することである。戦略的目標の設定とは，こうした環境の変化の動向
を読み取り，企業としての価値の創造を明確にするビジョンを示すことであ
る。それは戦略ビジョンの設定（25）と呼ばれたり，戦略意図（26｝とも呼ばれたり
するものでもある。
　既存経営資源の確認
　企業の将来像は，企業の大きな目標であり，簡単に達成されるものではな
い。現在所有している資源や能力と戦略的目標の達成に必要な資源や能力に
は大きなギャッフ．が存在していることであろう。したがって，戦略的目標の
達成のためには，とりあえず既存の経営資源を確認する作業が必要である。
同時に，他企業と比較して，自社の持つ資源や能力の強みや弱みの確認を行
うことも必要である。
（25）坂下昭宣r経営学への招待』白桃書房，1992年，第1章参照。
（26）　Gary　Hamel　and　C，　K．　Prahalacl，　”Strategic　lntent，”　Harvard　Business　Reviezv
　Vo1．67，　No，3，　May－June　1989，　pp，63－76，「ストラテジヅク・インデント」DHB，
　Oct，一Nov，1989，11－27頁。
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　集積すべき資源
　必要な資源や能力と既存の資源や能力のギャップが確認されれば，何が満
足しうる水準にあり，何が不足しているのかということが明らかになろう。
それだけではなく，戦略的目標の達成にとって決定的に重要な資源や能力と
は何かといったことも同時に明らかにしなければならない。したがって，既
存経営資源の過不足の問題だけでなく，戦略的目標の達成にとって決定的に
不可欠な資源や能力を考慮することで，新たに集積すべき資源が明らかにな：
るであろう。また，集積すべき資源は内部的蓄積で可能となるのか，他企業
との提携，ネヅトワークが必要となるのかといったことも考慮の対象とな
る。
　組織プロセスの革新
　新たに集積すべき資源や能力が明らかになった場合，現在の組織の構造
や，組織の過程では達成できない問題がでてくる可能性がある。たとえば，
SBUといった組織の壁や職能間の壁が問題であったり，あるいはインセン
ティブ・システムの不備が新たに必要とされる資源の蓄積を妨げるかもしれ
ない。そうした場合，今までの組織構造を見直したり，学習活動を強化した
り，企業内教育の改革といったことが必要になろう。つまり組織プロセスの
改革，革新が必要になるであろう。
　評　　　価
　最後に戦略的目標が達成されたかどうか，必要な修正は何かといったこと
の確認が必要になる。また，環境の変化に対して企業の将来像は適切である
のかどうかといったことの検討が必要になろう。必要があれば，戦略的目標
そのものを変更するといったことも有り得る。
　こうした一連のプロセスを図式化すると図3のようになる。それでは，こ
うして構築された競争優位は，他企業の追随を許さないものであるためには
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図3　競争優位構築のプロセス
環　境
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組織プロセスの革新
　　」
評価
どのような特質を持つ必要があるのか，その点について次節で検討する。
　　7　持続的競争優位の確保
　企業が競争優位を確保していくためには，次の2つの可能性があるかない
かに依存している．とディエリックス／クール（Dierickx／Cooi）は言う。す
なわち，他企業によって自社の競争優位が模倣されないかどうか，もうひと
つは自社の優位が他の別次元の優位によって代替されてしまわないかどうか
である（27｝。模倣されたり，代替されたりすると企業の競争優位性は持続でき
ないことは明かであろう。
　さて，自社企業の優位が他企業によって模倣されるかどうかは，これをさ
（27）　lngemar　Dierickx　and　Karel　CooL　“Asset　Stock　Accumulation　and　Sustainability
　of　Competitive　Advantage，”　Management　Science，　Vol，35，　No，　12，　December　1989，
　pp，　1507－09，
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らに二つに分けて考えることが必要である。一つは自社企業の持つ資源や能
力がどのようなプロセスを経て蓄積されてきたのかということであり，もう
一つは蓄積された資源や能力そのものに関連したことがらである。つまり，
蓄積プロセスと引導された資源の特徴が問題となる。
　資源や能力の蓄積プロセスは，それが時間をかけて蓄積されたものである
のかどうかということが問題である。長期にわたって蓄積されたものは，他
企業が容易に模倣することは可能ではないし，かりに短期間でそれを取得し
ようとするときにはコストが大幅に上昇するといったことが起こりうる
（time　compression　diseconomies）。次に資源や能力が蓄積されるためにはど
のように蓄積してきたかが明確でない方がよい，つまり蓄積プロセスの因果
関係に曖昧性があった方が他企業の模倣を許さないごとになる（causal
ambiguity　or　transparency）　（28）．
　次に，蓄積された資源や能力そのものの特質にかかわる模倣の困難性に議
論を移そう。まず蓄積された資源が文字どおり単純なものであるのか，複雑
なものであるのかによって模倣の困難性が異なる，とかルド／ネイヤー
（Garud／Nayyar）は考える（29）。単純なものであれば，模倣が起こり易いし，
すぐに陳腐化され易くなる（asset　erosion）（30＞。また，蓄積された資源や能力
がシステムとして相互依存的であるのか，あるいは独立的であるのかという
ことによっても模倣の困難性は異なる（31）。システムとしての相互依存性が高
くなればなるほど，模倣の困難性が増大することになろう（interconnect－
edhess　of　asset　stocks）（32）。さらに，蓄積された資源や能力が，暗黙知に近
（28）　／bid，，　p．　1507，　Grant，　oP，　cit，，　p，　125，
（29）　Raghu　Garud　and　Praveen　R，　Nayyar，　“Transformative　Capacity：　Continual
　Structuring　by　lntertemporal　Technology　Transfer，”　Strategic　Management　fournal，
　Vol，　15，　No，　5，　June　1994，　p，　370，
（30）　Dierckx　and　Cool，　op．　cit，，　p．　1508．
（31）　Garud　and　Nayyar，　op，　cit．，　p，　370，
（32）　Dierckx　ancl　Cool，　op，　cit，，　p，　1508，
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いものであるのか，あるいは説明可能な形式知であるのかということによっ
ても，模倣の可能性はさらに異なる（33＞。これは移転の可能性（transferabili－
ty）との関連においても，暗黙知に近い資源や能力の模倣は困難になろ
う（34）。
　これまでは蓄積された資源や能力が他企業によって模倣される可能性につ
いて議論してきた。どのような特質を持っていれば競争優位が保持されるか
ということを模倣の困難性との関連で論じてきたのである。しかし競争優位
の持続の如何は模倣される可能性だけではなく，既存の能力が別の能力に
よって代替されることによっても起こりうる。すなわち既存の能力の陳腐化
が進展するのである。この陳腐化は他企業による既存の能力の一層の改良，
革新によって自社の能力が代替される場合と，顧客に対する価値の創造とい
う基本的目的を達成する際に，既存の能力とは異なる新たな能力が必要にな
る場合の2つの可能性が存在している。たとえば，それは安くて，品質のよ
い製品に対して必要とされる能力と迅速な配送，安心したサービスの提供に
求められる能力の差といったものに求められるであろう。
　以上のことをまとめると競争優位の持続可能性は次のような次元に依存し
ていることになる（図4参照）。
図4　競争優位の持続可能性
競争優位の持続 　［　τ翫
　　　　　　　’勧一「鵬㌍
代替ﾑ鷺篠駕改聯
（33）　Garud　and　Nayyar，　op．　cit，，　p．　370，
（34）　Grant，　oP．　cit．，　p．　126，
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8　おわりに
　これまで，コア・コンビタンスや組織能力といった概念を新しい企業観と
の関係で明らかにしてきた。そしてこの新しい企業観のもとで組織能力の構
築プロセスと，構築された組織能力が競争優位を維持していくにはどのよう
な特質を持つべきかといったことを検討してきた。こうした検討をふまえた
上で，当面残された問題を探ってみることにする。
　一つはコア・コンビタンスや組織能力をどのように測定するのかというこ
とである。企業がこうした能力を持っているとすれば，それは当然なんらか
の形で明示されなければならないだろう。測定のためのリサーチ・デザイン
が必要とされている。確かに測定の方法もいろいろと模索されているようで
ある（35｝が，まだまだ未成熟であることはいなめない。
　もう一つは，コア・コソピタンスや組織能力の問題が提起される背景に
は，米国企業の競争力の衰退があった。他方，日本企業の競争力は強力であ
り，その理由を探る中からこうした概念が提起され，米国企業によって模倣
され，さらに再逆転の可能性がささやかれている。こ．うしたとき，日本企業
はこれからどういう方法，方向で競争優位を構築し持続していこうとしてい
るのであろうか。この点を改めて明らかにする必要性が，今後ますます必要
になるであろう。
（35）たとえば，Richard　Klavans，“The　Measurement　of　a　Competitor’s　Core
　Competence，”　in　G．　Harnel　and　A，　Heene，　Competence－Based　ComPetition，　John
　Wiley＆Sons，1994参照。
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